










































３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等にかかる投資予定金額は、230億円でありま

す。 

その所要資金については全額、自己資金を充当する予定であります。 

重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画は、以下のとおりであります。 

  

(1) 新設 

  

 
(注) 上記記汲�
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 国庫補助ﾖ係) 







(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定金額 

  

 
  

  



当



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の先物

為替予約取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

先物為替予約取引は、将来の為替変動によるリスク

の回避を目的として、原則、外貨建取引の成約高ﾌ�

(

同左

(Q) 取引2ﾌ内容































 

株 主 総 会 承 認 年 月 日 前 事 業 年 度 ( 平 成 1 7 年 ６ 月 2 4 日 ) 当 事 業 年 度 ( 平 成 1 8 年 ６ 月 2 3 日 ) 区 分 注 記 番 号 金 額 ( 百 万 円 ) 金 額 ( 百 万 円 ) Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益 3 2 , 5 6 8 3 1 , 6 1 4 Ⅱ  任 意 積 立 金 取 崩 額   特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 3 4 4 3 4 4 5 2 3 5 2 3 合 計 3 2 , 9 1 2 3 2 , 1 3 8 Ⅲ  利 益 処 分 額













(損益計算書関係) 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 仕入高には直接販売諸掛、売上原価とみなされる
貿易取引に係る金利及び銀行手数料を含んでおり
ます。

※１          同左













【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は2,336,475株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 特別償却準備金の増減の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

４ 別途積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 





(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 125,181

外貨預金 1,225

別段預金 17

普通預金 10

預金計 126,434

合計 126,436



(ロ)期日別内訳 

   

  

③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

   

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

   
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 











該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】





独立監査人の監査報告書 

 

平成18年６月23日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京エレクトロン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、�,ﾊﾄ

�な対ごり拘か��氷明ごりこＣにあ�








